
研究概要、研究成果等

環境政策等への貢献

① 2024年度以降の県外最終処分に向けた減容化技術シナリオや技術開発ニーズ、ならびに県外最
終処分場の構造要件を具体的に提案： ② 住民協働型の将来デザイン構築に向けたワークショッ
プやパターンランゲージ、資本の活用方法を提案： ③ 国民的コミュニケーションやステークホ
ルダー参加における多元的公正や、建設的な対話の場を創出するための知見を提供
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【研究目的】

① 県外最終処分に向けた技術
シナリオ評価と、技術開発
研究を通して、2024年度以
降の減容化方策を提案

② 地元ニーズを大切に、中間
貯蔵施設周辺地域の将来デ
ザインを提示

③ 県外最終処分に向けた社会
受容性と地域の将来デザイ
ンに向けた合意形成フレー
ムワークの提案

① 溶融飛灰の減容化シナリオ

② 最大濃縮、非濃縮のセメン
ト直接固型化技術を開発

③ 各種安定化体（最終処分対
象物）の溶出挙動と、溶出
試験方法を提案

④ 人工バリア（ベントナイト、
コンクリート）による放射
性Cs移行抑制効果、塩類耐
性の知見を提供

非濃縮 ：25万トン：9万Bq/kg
バランス：1千トン：2千万Bq/kg
最大濃縮：29トン ：7億Bq/kg

① 住民協働型事例におけるパ
ターンランゲージ化による
行政支援

② 町が有する8つの資本を活用
した将来デザインを提案

③ 中間貯蔵施設内の生態系モ
ニタリングと生態系サービ
スを評価

① 県外最終処分シナリオの社
会受容性を具体的に評価

② 県外最終処分に向けた多元
的公正やステークホルダー
の多面性を考慮した合意形
成フレームワークを提案

③ 住民の記憶を記録するデジ
タルコンテンツ等を作成し
て公開・出版


